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地方公

（実質赤字

です。 

荒川区
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実質

連結

実質

将来

※　

※　将

財政健全化指標

健全化指標 

公共団体の財

字比率、連結

区における指標

－１ 財政健

質赤字比率

結実質赤字比

質公債費比率

来負担比率

実質赤字額

将来負担比

区分

標 

政の健全化

結実質赤字比

標は、いずれ

全化指標＞ 

比

比率

率

額及び連結実

比率は数値が

に関する法律

比率、実質公債

れも早期健全化

比率

-

-

-0.1%

-

実質赤字額が

がマイナスのた

平成
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律（平成 19 年

債費比率及

化基準を下回

荒川区にお

早期健全化基

がないため、記

ため、記載は

成26年度

年 6 月法律第

び将来負担比

回っています

ける

基準

11.25%

16.25%

25.0%

350.0%

記載は「─」

は「─」として

第 944 号）に

比率）につい

。 

比率

-

-

-0.1%

-

としています

ています。

平成

に定められた四

いては、表５－

荒川区にお

早期健全化

す。

成27年度

四つの指標

－１のとおり

 

おける

化基準

11.25%

16.25%

25.0%

350.0%



まとめ ６ 

以下で

ビスの観

①  健全

平成

十分に

○ 将来世

の退職

15 億円

○ 荒川区

サービ

から公

行政コス

○ 資金収

ています

○ 健全化

成 26

いても早

 

②  区民

ハー

○ 資産の

目指して

億円）や

進めて

○ 行政コ

ます。平

ける扶

を積極

 

では、これまで

点から総括し

全性の観点 

成 27 年度にお

にあるかといっ

世代の負担と

職に備えた退

円減少していま

区の純資産変

スの提供に要

共資産整備の

ストを経常的

収支計算書に

す。 

化判断比率に

年度と同じく

早期健全化基

民サービスの観

ード面（資産）と

の主な増加の

ているのかが

や荒川二丁目

いることが分

コストの主な

平成 27 年度

助費などの社

的に進めてい

で述べてきた荒

します。 

おいて、荒川

った、健全性の

となる負債の

職手当引当

ます。このた

変動計算書に

要した荒川区

の財源となる

的な財源調達

に注記されて

については、

く-0.1％、将来

基準を大きく下

観点 

とソフト面（コス

の内訳をみる

が分かります

目複合施設の

分かります。 

な内訳をみるこ

度における主

社会保障給付

いることが分

荒川区普通会

川区の行政経

の観点からみ

の額については

金残高が６億

め、将来世代

によると、純資

区の純経常行

る建設補助金

により、賄わ

ている基礎的財

実質赤字比

来負担比率に

下回る結果と

スト）から、区

ることにより、荒

。平成 27 年

の整備（６億円

ことでも、同様

主な行政コスト

付であり、学校

かります。 
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会計の財政状

経営が持続可能

みると、次のと

は、地方債の

億円減少した

代への負担は

資産の額は、

行政コスト 777

金 14 億円を除

われていること

財政収支（プ

比率、連結実質

についても数値

となっており、

区民サービスを

荒川区がどの

年度における

円）であり、子

様に、荒川区

トは、「子育て

校教育の充実

状況について

能な状況にあ

とおりです。

の償還により地

たことなどによ

は減少していま

前年度に対

7 億円を賄う

除いた 830 億

とがわかります

プライマリーバ

質赤字比率は

値がマイナス

健全な財政

を分析すると

のような分野

主な資産の増

子育てや教育

区がどのような

て支援」分野に

実や高齢者福

て、①健全性の

あるか、将来

地方債残高が

より、前年度

ます。 

して 68 億円

財源は、財源

億円となりま

す。 

バランス）は、

は赤字がなく

スとなっていま

運営が行われ

と次のとおりで

に注力して、

増加は、区民

育環境の整備

な分野に注力

における物件

福祉、子育て

第 2 部

の観点及び②

の区民のため

が 10 億円減

に対して負債

円増加してい

源調達の総額

した。そのた

39 億円のプ

く、実質公債費

ます。いずれの

れています。

です。 

区民サービス

民会館の大規

備、文化振興を

力しているのか

件費や、「福祉

世帯の支援な

部 ６ まとめ

②区民サー

めの備えが

減少し、将来

債総額では

います。行政

額 845 億円

め、純経常

プラスになっ

費比率は平

の指標につ

 

スの向上を

規模改修（16

を積極的に

かが分かり

祉」分野にお

などの事業



第 2 部 ７  今

今後の７ 

荒川区

高いと見込

同モデ

公会計改

一方で

別に複式

でいない場

また、現

式基準モ

こうした

報告書」に

いて示され

荒川区

別、事業別

なお、総

を作成した

 

 

今後の取組 

の取組 

区では、財務書

込まれた総務

デルの導入に

改革に対する意

で、既存の決算

式仕訳されてい

場合には決算

現在、地方公

モデル、東京都

たなか、平成

には、財務書

れています。

区では、こうした

別など様々な

総務省が示し

たうえで、組替

書類の作成に

務省方式改訂

より、いち早

意識向上に寄

算統計情報を

いないことや

算統計区分に

公共団体にお

都方式や大阪

26 年 4 月

書類の新たな統

 

た動きに先立

な区分での財

した新たな統

替えにより対

に用いる会計

訂モデルを採

く財務情報の

寄与するなど

を活用して作

や、固定資産台

に基づく固定資

ける財務書類

阪府方式など

に総務省から

統一基準に加

立ち、平成 28

財務分析が可

統一基準による

対応する予定で
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計基準の選択

採用しました。

の開示を行う

どの成果があ

作成することを

台帳の段階的

資産計上に留

類の作成方法

ど、様々なモデ

ら公表された

加え、固定資

8 年度から日

能となる、東

る財務書類の

です。 

択にあたり、多

ことで、説明

りました。 

を許容している

的整備が認め

留まるといった

法は、総務省

デルが並立し

た、「今後の新

資産台帳の整

日々仕訳による

東京都方式に移

の作成につい

多くの自治体が

責任の向上

るモデルであ

められている

た課題もあり

省方式改訂モ

ています。 

新地方公会計

備や複式簿記

る本格的な複

移行しました

いては、東京

が採用し比較

を図るととも

あるため、取引

るため、台帳整

りました。 

モデルのほか

計の推進に関す

記の導入の必

複式簿記を導

た。 

都方式による

較可能性が

に、職員の

引情報が個

整備が進ん

、総務省方

する研究会

必要性につ

導入し、会計

る財務書類


